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自己教育運動としての公害教育についての考察
問題の背景
公害およびそこで行われていた教育活動は
いまにどのように伝わっているだろう。どこ
でどのように起こったのかという、主に受験
や試験用として四大公害の知識は非常によく
伝えられているものの、具体的に人々がどの
ように解決しようとしたのかや、その後の地
域再生の過程、いまも苦しむ人がいるという
ことなどは十分に認知されているわけではな
い。例えば、 1996年に提訴された東京大気
汚染訴訟が和解したのは 2007年と、ごく最
近のことにもかかわらず、そこで行なわれて
いた学習や運動の内容や、いまにも続く公害
防止のための活動などが、残念ながら必ずし
も教育や教育研究の対象とはなっていない状
況がある。社会のなかで公害が、遠い過去の
出来事とされてしまっていることの原因の一
端は、このようなことにもあるように感じて
いる。
和解まで 1978年の提訴から 20年がかかっ
た大阪の西淀川大気汚染公害裁判に関してい
えば、その和解金の一部を基金として 1996
年にあおぞら財団（公益財団法人公害地域再
生センター）が作られた。財団は、地域の再
生をめざし現地でさまざまに活動を続けると
ともに、公害を伝える教材の開発、企業・官庁・
大学などの研修等、外に向けても幅広い視野
で取り組んでいる 1。全国にある公害資料館を
ネットワークでつなぐ公害資料館ネットワー
クは、 2013年 12月7日に結成された。あお
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ぞら財団はその事務局を担う。ネットワーク
における協働ビジョンは、「各地で実践され
てきた『公害を伝える』取り組みを公害資料
館ネットワーク内で共有して、多様な主体と
連携・協働しながら、ともに二度と公害を起
こさない未来を築く知恵を全国、そして世界
に発信する」である。第 2回公害資料館連携
フォーラム (2014年 12月 7日富山県立イ
タイイタイ病資料館）において合意された「公
害資料館連携とは」によれば、この連携で目
指すことは（項目だけ記載）、
①公害教育を構築する
②公害教育を普遍化する
③公害資料館の課題を明らかにし、互いに
学びあう場を作る
④協働していくための士台を作る
である。 2
新たな公害教育を構築しようとしている公
害資料館という社会教育施設が全国にでき、
公害に関する過去からいまへの膨大な資料や
活動のネットワークができつつあるのが現在
だとすれば、私たちはどのようにそこにか
かわっていけるだろうか。公害とそれに向き
合ってきた市民運動のなかにあった社会教育
を自分たちも振り返っておく必要があるので
はないか。
また、終わってしまったこととして覚える
のではなく、公害と対峙した（今も活動を続
ける）人たちがおり、それがいまの自分たち
の生活につながっていることを知ることは、
1 あおぞら財団ホームページhttp://aozora.or.jp/2018年12月27日参照
2 「第6回公害資料館連携フォーラム in東京 資料集」 2018
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義務教育までの学校で教えられる歴史に登場
しない公害があったという知識以上のものを
得ることになるだろうc 公害とそれに向き
合ってきた市民運動のなかにあった社会教育
を考えることは、改めて地域づくりや社会を
作っていくということについて考えることに
もなるのではないだろうか。
2 公害教育をどうとらえるか
歴史的にみた公害教育の特徴として、高田
研らは、以下の 6点をあげる心
1 人権擁護の姿勢一健康•生活被害への
関心、問題解決の志向性/2 科学的理
解・科学的事実の重視一実地調査、専門
家の権威への挑戦/3 地域社会へのコ
ミットメントー地域の現実の重視、地域
住民との連携/4 総合性ー教科横断的
アプローチ/5市民教育ー権利意識、社
会的責任の認識、被教育者の自主性・ 主
体性の育成、社会的弱者への配慮、民主
的価値の尊重/6 教員の自主性・主体
性ー研修、教材開発、研究会の立ち上げ
などへの積極的関与
これらの特徴をみるかぎり、いわゆる従来
の公害教育として学校内や、地域の科学者と
して活躍した学校教員の姿がまず思い思いう
かぶ 4。しかし、地域住民自らが立ち上げる運
動のなかにあった仕民の学習活動までを、上
記特徴では必ずしも諷括しえない。
一方、高橋正弘汀よ、公害教育の最も初期の
段階の活動として、「まずは自分たちの地区に
存在する公害、もしくは今後発生が予想され
る問題を調査・把握し、それを学習していく
という活動」をあげ、「公害教育は、まずは地
域の課題に取り組む社会教育として開始され
たという特徴がある」と表現し、市民として
知ることになった教師が自分の職場である学
校での取り組みをはじめたことを次の段階と
している。そして「公害反対運動というもの
の広がりのプロセスで公害教育が発生するこ
とになったのである。このことは、公害教育
は、公害の発生に対して批判的な立場にあっ
た公害反対運動であるということをも意味す
る」とまとめている心
運動という点では、安藤聡彦 7は、「日本にお
いて、 1960年代以降、公害問題ならびに人間
の生命・健康に被害を及ぽす可能性のある環
境／開発問題に直面し人々が、一定の人々の
認識や行動の変革をめざして、それらの問題
を可視化し、伝えようとして取り組んできた一
連の実践の総称」と、公害教育述動という言
葉を使用するc
高橋にしても安藤にしても、公害教育と運
動が密接にかかわるであろうことを示唆して
いる。社会教育と住民運動の関係性について、
かつて千野陽一ーは、「社会教育が『国民相互
において行なわれる自主的な自己教育活動i
だとするならば、市民運動そのものが社会教
育ではないにしても、そのなかで展開される
生活現実に即した生き生きした学習活動こ
そ、市町村の社会教育活動の中心軸としてお
さえられてよいはずである」 8と述べている。
筆者も、市民運動のなかにも展開する学習活
動を社会教育活動の中心軸としてとらえ、そ
3 高田研・林美帆・五十嵐有美子• 井上有ー「公害教育」井上有ー・今村光章福：環境教脊学 社会的公正と存
在の豊かさを求めて；法律文化社、 2012
4 例えば、宮原誠一「青年期の教育；岩波肉店、 1966 での三島・清水・沼津石池コンビナート建設反対運動、
荻原彰・李群蔵「日本教職員組合全国教育研究集会報告の分析による日本の公害教育の特質」［環境教育；24 (3) 
91-104、2015など多数の文献が存在する
5 高橋正弘「環境教育の礎としての公害教育」今村光章編『環境教育学の基礎理論』法律文化社、 2016
6 高橋2016 同上
7 安藤聡彦「公害問題を伝える 環境教育学からのアプローチのために］日本社会教育学会60周年記念出版部会
編冴希望への社会教育 3.1後社会のために］東洋館出版社、 2013
8 千野陽ー『現代社会教育論」新評論、 1976
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の環境を醸成するのが行政や社会教育職員の
立場であると考えている。当然、公害をめぐ
る市民運動のなかにもある、「国民相互におい
て行なわれる自主的な自己教育活動」をも（公
的な社会教育と結びつくか否かにかかわらず）
、「社会教育」であると鏑者は考えているのであ
る。そこに社会教育的な環境醸成なり働きか
けがあれば、社会教育実践としての公害教育
ということになるだろう。
まさに公害教育が行われていたであろう当
時に宮原誠ーは、「公害反対運動の発展過程
には9、かならず住民自身の集団的、科学的な
調査と学習が不可欠の力としてはたらいてい
る」，、と学習が公害反対運動のなかで行なわれ
ることを指摘し、「公害学習は、事実にそく
して公害の本質や公害発生の因果関係と責任
の所在をあきらかにしようとする」、「学習要
求は、現実的必要の自覚であり、住民みずか
らの生命と生活にたいする権利意識の確立に
ほかならない」 10と、その学習が権利意識を確
立していくものであるとまとめている。その
ような性質をもつ公害学習運動は「現代の自
己教育活動である」 11であるとも述べている。
筆者は、社会教育の一つの性格は市民相互
に行なわれる自主的な「自己教育活動」であ
り、それを自ら組織化したものが「自己教育
運動」であると考えている凡公害に反対した
り、未然に防ごうとしたりする運動は、行政
主導で行われることは考えづらく、そのほと
んどが自己教育活動であり、自分たちで次の
学習課題をみつけ組織化していく自己教育運
9 宮原誠一刃生涯学習』東洋経済新報社、 1974
10 宮原 1974 同上
11 宮原 1974 同上
動になるのではないかと思われる。
以上の点をふまえれば、公害をめぐる市民
運動のなかにある学習や教育を、自己教育運
動としての公害教育としてとらえかえし、あ
らためて振り返る必要があるといえるのでは
ないだろうかc
3 公害と環境教育・社会教育はど
のようにかかわってきたのか
試みに、国立情報学研究所 (NII)が運営
する学術データベース CiNii13において、フ
リーワード「公害教育」で検索をかけると、
1971年から 2108年までの 75件の論文がヒッ
トする凡 1970年代21件、 1980年代2件、残
り52件は 1990年代以降となる。また、 2011'
年以降のものが31件と多く、さらにいえば
同じ号内門こ 7件存在し、 1990年に発足した
日本環境教育学会の紀要のものが 13件 l6で
ある。実際の公害教育実践がたくさんあるこ
とは、まさにこの検索であがってきた論文の
数々のなかで証明されているが、少なくとも
1980年代という一時期に「公害教育」が論
文を書く研究対象として注目されていなかっ
た傾向があることがこの検索からはいえるc
(1) 日本環境教育学会と公害教育
では「公害教育」研究がさかんに行われて
いるであろうと一般には予想される日本環境
教育学会内の研究動向はどうなっているのだ
ろうか。 1990年学会設立以降の学会誌から
みた研究動向については、上記検索中にもあ
12 岩松貞紀「市民はどのように学ぽうとしたのかく自己教育運動＞」朝岡幸彦・鈴木敏正福著『社会教育・ 生涯
学習論』学文社、 2018
13 https://ci.nii.ac.jp/ 2019年1月14日参照
14 重複しているものを除いてカウントした。
15 東京学芸大学環境教育研究センター『環境教育学研究 東京学芸大学環境教育研究センター研究報告」 (26).
2017-
16 「公害教育」特集号（『環境教育』 25巻 1号2015年）がそのうち 9件を占める
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る野村康の論考 17で詳細に分析されている（そ
こでは、学会において公害教育研究関連の蓄
積が極めて少ないことをのべた朝岡 (2009)18 
や安藤 (2009)19の論文が例証されている）。
学会が設立された時期は、日本の環境教育の
源流である、 1950年代に端を発する自然保
護教育と、 1960年代から展開した公害教育
が合流し、大きな流れになることが出来た時
期だと考えられるとしながらも、「環境の側
面」（自然系／公害系／生活系／地球環境問
題/SD/社会的・文化的／政治的・経済的）
に沿って学会誌の掲載論文を分類すると、公
害系の論文は、自然系に比べて非常に少ない
とデータを用い分析している。そして、「も
し公害教育研究が現代的な意義を持つとすれ
ば、本稿の考察から言えることは、環境教育
研究に社会科学的なアプローチ、中でも方法
論（パラダイム）や手法の多様性をもたらし
得ることではないだろうか。つまり単純に「自
然保護（保全）」に「公害」が加わるという
研究対象のみの拡大ではなく、また ESDの
名の下にそれらがリンクするといった表面的
なものではない。より研究の本質的な部分に
影響を及ぽす可能性を有すると考えたい」と
まとめている 200 
学会誌以外の部分での、日本環境教育学会
と公害教育の関係を 2点あげておきたい。公
害教育を実施している組織の交流を図ること
を目的として、 2013年度から環境省「地域
活性化を担う環境保全活動の協働取組推進事
業」 (2014年度から「地域活性化に向けた協
働取組の加速化事業」）を活用して、新潟県
立環境と人間のふれあい館の塚田慎弘館長と
あおぞら財団から、公害資料館ネットワーク
結成の呼びかけを各機関・団体に行い、 2013
年 12月7日に公害資料館ネットワークが結
成された。日本環境教育学会は、このネット
ワークの団体会員となった 21。また、 2016年
度から学会プロジェクト研究「地域環境教育
活性化」で「公害教育」研究がスタートして
おり、2018年からは、地域環境教育研究会（公
害教育研究会）が常設研究会として 2020年
6月30日まで設置されている。研究会の概
要は、 1)持続可能な社会（地域）の視点か
ら公害教育を再検討する、2)「公害資料館ネッ
トワーク」との協働から、未来に向けた公害
教育のあり方を研究する、である汽
以上のことから、日本環境教育学会内では、
公害教育・公害について研究の蓄積こそ少な
いが、東日本大震災を経て、公害贅料館ネッ
トワーク発足にかかわり、様々な取り組みや
研究会が進められていることがわかる。
(2) 日本社会教育学会と公害教育
日本社会教育学会内の公害教育研究につい
ては、学会60周年を記念して 2013年に出版
された本のなかで、安藤聡彦が「公害問題を
伝える 環境教育学からのアプローチのため
に」を執筆している 23。まず、公害に関するこ
の報告が記念誌に収録されていることから、
2013年時点の学会としての公害に向き合う
姿勢といえるのかもしれない。
上記安藤の論文では「学会創立 30周年と
50周年の記念刊行物を検討するなかで、社
17 野村康「日本における環境教育研究の特徴と課題：ー学会誌の傾向からみた公害教育研究の意義を中心に一」日
本環境教育学会『環境教育』 25巻 1号、 2015
18 朝岡幸彦「公害教育と地域づくり・ まちづくり学習」日本環接教育学会『環境教育』第 19巻 1号、 pp.81-
90、2009
19 安藤聡彦「コメント：日本環境教育学会 i環境教育；第 19巻 1号、 pp.81-90、2009
20 前掲野村2015
21 「第6回公害資料館連携フォーラム in東京 資料集」 2018
22 http:/ /¥v.vw.jsfee.jp/members/meeting/130-jsfee-research-groups/343-jsfee-research-groups 2018年12月27日参照
23 安藤聡彦「公害問題を伝える 環境教育学からのアプローチのために」日本社会教育学会60周年記念出版部会
編『希望への社会教育 3.11後社会のために』東洋館出版社、 2013-
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会教育学は環境問題とどのように向きあって
きたのがについての一定の整理を試み」てい
る。キーマンとなる藤岡貞彦とその論考にも
注目し、結論として「日本の社会教育学には
環境問題と向き合い、「社会との関連で教育
を統合的に把握し直すという営み」としての
社会教育学をさらに環境教育学へと展開して
いく芽がありながら、それが十分展開されて
きていない」とまとめている。そのうえで、「社
会教育学を環境教育学へと展開していくこの
芽に注目し再評価を行いながら、そこから環
境教育学を開拓していくことが重要であると
考えている」 24と続けられている。
ここで安藤は、環境教育学を、環境問題に
向き合いつつ、「社会との関連で教育を総合
的に把握し直すという営み」あるいは「環
境一社会ー教育」の学として構築していく手
がかりを与えてくれる」ものとして「『現代
社会教育の創造』に記述された 60年代半ば
から 80年代にかけての研究動向を璽要」と
位置づけている。さらに、「環境教育の主体」
という問題こそ最も基本的な問題であると考
え、「公害問題に取り組んだ教師たちの実践
については一定程度のことが記録され検討さ
れてきた。だがそれ以外の人々、とりわけ反
公害運動を担った住民・支援者たちや公害病
患者たち自身の動きについては、ほとんど研
究がなされてきていない」とこれまでを振り
返り、現在公害被害地域で「公害問題（ない
し公害経験）を伝える」取り組みに徐々に光
があてられてきたことに着目している汽
安藤の論文を離れ、環境・ 環境問題までを
視野にいれて考えてみる。日本社会教育学会
60周年資料集 26に掲載されている紀要論文夕
イトルについてみると、公害、環境、環境問
24 安藤2013前掲
25 安藤2013同上
題がついたものはない。報告等にまで範囲を
ひろげると、紀要No.38(2002)の第48回研
究大会課題研究「地球的課題と生涯学習 (2)」
中の「持続可能な社会に向けた環境教育の戦
略と社会教育の役割」（朝岡幸彦）、「コミュ
ニティ・エンパワーメントとしての環境教育」
（森良）、がある。その後No.47(2007) 2006 
年度六月集会 プロジェクト研究「グローバ
ル時代における〈ローカルな知〉の可能性一
もうひとつの生涯学習を求めて一」中に「地
球環境問題のなかの〈ローカルな知〉」、が登
場する。プロジェクト研究「グローバリゼー
ションのもとでの社会教育•生涯学習の未来」
(2003 ~ 2004年）を受けての年報『グロー
バリゼーションと社会教育•生涯学習』 27 の第
I部は持続可能な開発のための教育 (ESD)
であるが、環境問題や公害について大きく触
れられているわけではない。
2010年から、日本環境教育学会との連携
を重視したなかでプロジェクト研究「社会教
育としてのESD」が行われた。日本環境教
育学会側からみると、特に地域づくり• 生涯
学習としての ESDの課題と可能性に関する
検討を深めることを目指した 2011年からの
プロジェクト研究「地域づくりと ESD」が
社会教育学会と連携するプロジェクト研究と
なり、定例会実施を軸に、共同研究活動が進
められた 28。日本環境教育学会誌のこのプロ
ジェクト研究の特集号には、社会教育学会側
のプロジェクトメンバーも執筆しているが、
あえて環境教育学から社会教育をみたものと
してニノ宮リムさち．阿部治 (2015)29の記
述を引用する。そこでは「国内の環境教育研
究・実践に ESDが与えた影響の第一」に、「持
続可能な地域づくりのプロセスに内在する教
26 日本社会教育学会編［日本社会教育学会60周年記念資料集；束洋館出版社、 2013
27 日本社会教育学会編：グローバリゼーションと社会教育• 生涯学習J東洋館出版社、 2005
28 朝岡幸彦「DESD後の持統可能な開発のための教育；日本環境教育学会隅環境教育j24巻3号、 p.3、2015
29 ニノ宮リムさち・阿部治「国連・持続可能な開発のための教育の 10年 (DESD)を通じた国内の環境教育研究・
実践における成果と今後の課題；日本環境教育学会「環境教育；第24館3号p.3_18-31、2015
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育・学習への着目」と、それによる「『教育』
概念の広がり」、「それを下支えするための社
会教育学との連携」があげられている。つま
り、 ESDの影響として、教育の概念がひろ
がり、地域づくりのプロセスに内在する教育・
学習が着目され、結果社会教育学との連携が
深まったと指摘されている。
一方、日本社会教育学会では、同じプロジェ
クト研究を受けて学会年報が刊行された 300 
ただし、本年報中には ESDという単語の使
われ方だけみても多様なあり方が残っている
(ESD、持続可能な開発のための教育、持続
可能な発展のための教育、持続可能な社会づ
くり）。社会教育学の枠組みのなかでの ESD
の存在がここに現れているように感じる。こ
の年報中で小栗有子のいう、 ESDのもっ
「空っぽな記号 (emptysignifier)」という性
質ゆえに、異なる意味や立場を包摂し、 望ま
しい共通目標の代表になり得たという指摘 31
の一端をみるようでもある。
すでにのべたように ESDによって環境教育
学に地域づくりの学習 ・教育を通して社会教
育学は接近したとされるが、この年報からは、．
ESDと社会教育の関係性は語られていても、
ESDによって社会教育学に環境教育学の与え
た影響はあまり語られていないように思える。
したがって、日本環境教育学会と連携したか
らといって、公害や環境問題に社会教育学が
近接していった傾向は、少なくともこのプロ
ジェク トを通してはないように思える。
(3) 『月刊社会教育』（国土社）と公害教育
ここでは公害よりもより広い環境という範
囲で考えはじめることとする。2012年時点
で大島英樹が「『月刊社会教育』は環境教育
をどう論じてきたか」で「環境」を扱った特
集や特集以外の単発の記事についての詳細な
分析を行っている 32。そこでは、特集としての
初出は 1970年5月号「いのちとくらしを守
る学習と実践」であり、翌 1971年3月号の
「公害と社会教育」の特集をいわゆる公害国
会や新全総と結び付けて分析している。1973
年 11月号「自然科学の学習と創造」で趣を
異にして再登場したあと、 1981年7月号「環
社会
科学 技術
似II fl・ 学技術社会論における特集カテゴリー の位匿づけ
表 1図1は大島英樹「『月刊社会教育』は環境教育をどう論じてきたか」 2012年 12月号 より
30 日本社会教育学会編 「社会教育としてのESDー 持続可能な地域をつくる一」東洋館出版社、 2015
31 小栗有子「ポスト DESDに残された社会教育としての課題一環境教育史論が提起する問題を中心にして一」日
本社会教育学会編 「社会教育としてのESD』東洋館出版社、 2015
32 大島英樹 「「月刊社会教育』は環境教育をどう論じてきたか」 「月刊社会教育」2012年12月号、国土社
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境問題にとりくむ学習活動」まで特集がなく、
1991年 1月号「地球時代の環境学習」以降、
1-2年に 1度の頻度で特集が組まれるよう
になった様子を指摘している。 1991年 1月
号の社会教育全国集会分科会世話人による
「I守るためjの運動学習から環境学習ヘ一社
会教育研究全国集会・自然と文化財分科会の
総括と展望」の掲載を画期としてあげている。
特集タイトルを 9つのカテゴリー（いのち／
くらし、公害／開発、自然科学、環境学習／
環境教育、自然体験／野外教育、地域環境、
地域づくり、グローバリゼーション、東日本
大震災）に分け、いずれもほぽ同じ頻度で出
現していることと、「公害／開発」が近年で
は使われなくなったことを指摘するc また、
科学技術社会論の枠組みを利用して特集を分
類した結果、「公害／開発」と「大震災」が、
科学・社会という 3つの要素を、総合的に扱
うことを求められていると分析している汽
大島の論考からわかることは、『月刊社会
教育』において「環境教育」が扱われた数は
多いといえず、そのなかの公害／開発にしぽ
るとさらに少ない傾向にあるe 環境という視
点で考えた場合でも、 1970年代以降は、地
球規模の環境問題が社会的に本格的に注目さ
れた 1990年代になってから、 (1-2年とい
う間隔ではあるが）定期的に特集が再開する
様子である。
大島の報告後の『月刊社会教育』 (2015年9
月号から 2016年3月号は休刊）で環境を扱う
特集については以下の通りである。何を「環境」
というテーマにカウントするかにもよるが、基
本的に大島の分類に従い箪者が抽出した。
2012年1月 災害ボランティアの課題と
可能性/2012年 12月 自分たちで決め
る・選ぶ・つくるエネルギーと環境教育／
2013年1月 防災学習とコミュニティづ
33 大島2012 前掲
くり/2014年 2月 環境・暮らしのエネ
ルギーを考える/2014年 1月 震災復
興と社会教育/2016年12月 ヤマ、サト、
シマに生きる学び/2018年3月 災害に
向きあう学習
防災・災害を加えると 1~2年に一度のペー
スで特集が組まれているのはその前と変わら
ないともいえるが、環境学習・教育が、防災
学習・教育に置き換わっている傾向がある。
また、東本大震災をうけての特集「東日本大
震災から環境学習を問い直す」中の、安藤聡
彦「生きる場をとりもどす学びへ」では、か
つての「公害教育」「自然保護教育」という
用語が、なぜ「環境学習」という外来の用語
に置き換わったかは研究史的に明らかになっ
ていない、としつつ「環境学習」の意義と難
しさを提起している“。同号中には、インタ
ビュー「東日本大震災が問いかけていること
寺西俊一さんに聞く」も掲載されている。寺
西が事務局長を務めた日本環境会議が、もと
もと 1960年代の一連の深刻な公害によって
命そのものを奪われた人や、健康を含めて生
活の基盤を破壊された人たちなどの被害者の
立場にたって、そうした公害被害者たちの権
利回復を支援するために、 1979年に発足し
た組織と説明し、その取り組みを紹介してい
る汽
2011年の特集は、『月刊社会教育』が東日
本大震災を契機として、ふたたび公害や環境
破壊に注目したということなのかもしれない。
4 市民は公害のなかで（に対して）
どのように学んだのか
(1)住民運動と社会教育
公害そのものあるいは公害が生み出すさま
ざまな問題を解決しようとする際には、自己教
育運動が重要な役割をもっていたはずである。
34 安藤聡彦「生きる場をとりもどす学びへ」『月刊社会教育』 2011年1月号、国土社
35 インタビュー「東日本大旋災が問いかけていること 寺西俊一さんに聞く」「月刊社会教育』 2011年1月号、
国士社
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自己教育運動が活発に行われ、またその自
己教育活動を支援していると考えられるもの
に、社会教育推進全国協議会がある C 1957 
年12月に創刊された「月刊社会教育」（国士
社）の読者が集う社会教育全国集会（第 1回
は1961年。のちに社会教育研究全国集会）
が第3回をむかえたとき、社会教育関係の全
国組織をつくろうという声にこたえて、民間
団体として社会教育推進全国協議会（以下、
社全協）が結成された。当時「月刊社会教育J
1963年9月号に掲載された主意書（案）には、
「もともと国民がみづから行う相互教育活動
を本旨する社会教育のために、この社会教育
推進全国協議会が、ひたすらに社会教育の健
全な発達をねがう、全く自主的な団体として
発足することをわれわれはもっともふさわし
い形態であると確信し、そのことを誇りにし
でいます（ママ）」と記述され、その後社全
協は、主催する側（集会の開かれる現地の実
行委員会との共催含む）として社会教育研究
全国集会にかかわるようになる。
社会教育研究全国集会で開催されている分
科会の変遷とその報告内容から、公害にかか
わる自己教育運動の内容と、そこからいまに
何を受け継いでいるかを考察するc 全体的な
分科会の変遷は、特に断りのない限り、社会
教育研究全国集会の報告が掲載されている
『月刊社会教育j(国士社）の増刊号 (1974-
1998)、増刊号終了後のものについては各年
の全国集会の報告書をもとに検証している。
(2)社会教育研究全国集会での住民運動の分
科会の変遷（図 2)
1972年第 12回社会教育研究全国鉛会時に
「住民運動（社会教育はどう住民運動とかかわ
るか）」の分科会がもたれ、第 13回「住民運
動に学ぶもの（斧の刃がこぽれるか、石ころ
が砕けるか）」分科会、第 14回「住民運動と
社会教育（住民運動と社会教育のかかわり方
をめぐって）」分科会と住民運動を扱う分科会
は続いていく。第 13回の分科会サプタイトル
「斧の刃がこぼれるか、石ころが砕けるか」か
らもわかるように、自己教育運動としておこ
なわれている住民運動と、公的な社会教育と
のかかわり方が模索され続けていた。
1975年弟15回には、「住民運動と社会教育」
の分科会が細分化した（農業、 PTA、青年、
婦人等）。細分化されたひとつに、「公害・ 健
康と社会教育 自然・地域• 生活を深く、全
面的にとらえる学習の組織化」がある。それ
までの「住民運動と社会教育」分科会のなか
で報告されてきた公害問題にとりくむ住民運
動が、分科会のなかで内容的にほりさげにい
たらなかった反省からこの分科会が立ち上げ
られたとされているc 以下、第 15回全国集
会の分科会報告 36からこの年の内容を抜枠す
る。 1960年代を通じた日本の経済政策が国
民生活にもたらした最大の矛盾が健康問題で
あり、基本的な地域課題であるとの認識にた
ち、報告は以下の 7本であったC (1) カドミ
公害に反対する住民の運動と学習（長野県中
野カドミ公害被害者同盟 関恭平）、 (2)健
康教室と健康を守る会の活動（長野県山之内
町健康を守る会 酒井周子）、 (3)農村の健
康問題（長野県佐久病院依田発男）、 (4)
自然友の会の活動（茨城県自然友の会 堀越
功）、 (5)公害から健康を守る運動と社会教
育（長野県上田市公民館士屋亮）、 (6) 学
校給食を問い直す一埼玉県リジン添加中止運
動をめぐって一（埼玉県和光市 加藤真代）、
(7)主婦大学の公害学習（東京目黒区教育委
員会重田統子）。
茨城県自然友の会の活動が報告されている
ことに注目したい。高校の理科の教師が中心
となり、一般市民が家族ぐるみで参加して動
植物の生態調杏をおこない、自然への理解を
生活と科学をくぐらせて追及しているもの
で、地域サークルが公民館の講座とも連携す
36 佐藤一子• 井上英之「公害・健康と社会教育 自然・地域• 生活を深く、全面的にとらえる学習の組織化」了月
刊社会教育1月増刊号；国士社、 1975
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[!172年住民遍動（社会教育は
どう住民基動とかかわるか）
住民遍鵬に学ぶも<l)(斧
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増と産鳥（劇と鍵康）
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と社会教育
1917', 
l975 ~ 
各農粛、 PTA、青年｀蝙人等の分科会
それぞれいていく
[976 
-, 
町づくり遍鵬と社会教育
住民遍動と社会教育
筆者注こ 1978年と1980
の太枠が.20l8年覗在まで
練くいわゆ石躙墳分科今
2009年まで畿いたいわゆる
纏庫分科会であるが、それ
ぞれそれまであった分科会
とは一練を1!す属生0仕方
をLている．
1980年
纏康を守る学習遍戴と社会教育
図2 社会教育研究全国集会における環境分科会と健康分科会の誕生まで
（各年の全国集会報告の掲載された 「月刊社会教育』増刊号より筆者作成）
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るようになっている報告 37である。
この 1975年時点で、公害や健康問題とと
もに、自然観察や自然の調査の報告が同じ分
科会内に含まれていることは、当時の多様
な住民運動の一端を表しているようで典味深
い。また、この多様性がのちの分科会の枝分
かれを必要としたことが推測される。
1977年には、「地域と産業（環境と健康）」、
「住民運動と社会教育」の少なくともふたっ
の分科会で、公害に関する運動の報告がある。
「地域と産業（環境と健康）」では、・北九
』)・lI八幡区の新幹線公害にとりくんでいる運
動、・企業城下町化しつつある千葉県君津市
での臨海工業地帯造成とともに観光開発も進
むなかでの健康教育の実践を通して地域課題
を学習課題にしてきている報告、・人口が急
激にふくれ上がった神奈川県相模原市での文
化財保護、・大分県の寒冷地の過疎村での九
州横断道路・ダム建設等多くの課題をかかえ
その監路を求めている問題、• 北九州市周防
溺埋め立てに対するとりくみ、・都市国立市
でカドミ汚染田をかかえ公民館活動と健康
という視点から迫ろうとしている報告、・東
京湾横断道路（橋）によって 1-のり養殖」が
危機に瀕している木更津市の産業教育のとり
くみ等々が話されていた。なかでも開催地九
州ならではのものとして、以下の2つがあっ
た。・「カネミ油症」訴訟団の弁護士、原告の
訴え。「人間の営みの基本的権利が日常性に
おいて奪われる」おそろしさへの警鏑と、訴
訟団の「理解されていない」現段階での運動
の困難性、・筑豊の教師からのレポート。総
合的な筑豊地域復興運動の一腐をになう「ひ
まわり林間学校」開設の経過と内容が報告さ
れた汽
一方、「住民運動と社会教育」は、前年に「町
づくりと社会教育」に発展させたものの、も
との「住民運動と社会教育」の復活となった
ものだ。「町づくりと社会教育」に発展させ
37 佐藤• 井上 1975 前掲
た理由は、「多くの住民運動が、住民みずか
ら地域観、自治観、福祉観などでつくり変え
る総合的な地域学習、町づくり運動の段階に
入っている。住民主体の町づくり運動につな
がる社会教育の役割ーそのあるべき姿が住民
の側から模索されはじめている」との現状認
識からであり、公害反対運動などが提起した
住民学習ー権利としての社会教育を具体的な
町づくり運動の実践の中で問い直してみるべ
く「町づくり運動と社会教育」分科会に発展
させたものの、住民以外の参加がなかったた
め、「住民運動と社会教育」の復活となった。
報告は、 2つ。①練馬母親連絡会「練馬の住
民運動と社会教育」。「昭和 30年から現在に
至るまでの母親を中心とする住民運動の発展
過程を浮きぽりにしたばかりか、その中で社
会教育に注目、批判、活用、協力の軌跡を描
いた」「議会、行政と話しあい、住民相互の
矛盾を克服し、実現可能なプランを住民自ら
が主体となって、ひとつひとつ作りだしてい
かねばならなに時期に、住民は事前の学習活
動に、一層専門的にとりくんでいる」②北九・
八幡西区楠橋中尾公民館運営委員会報告「地
域住民の人間的連帯をもとめて一新幹線公害
反対の住民運動と地域公民館ー」。「公民館類
似施設（地域公民館）を中心とした 3年間に
300回こえる会合、学習会を組織した体験が、
社会教育を発見させ「これから地域公民館を
中心とした学習活動をあたらしく編成させ」
る力となり「地域公民館の特色を生かした地
域の住民自治を求める運動として、『新幹線
建設についての民主的な国民的合意の形成』
をめざす運動を続けていくという」。
「論議のなかでは、福岡親子劇場運動や北
九新幹線運動のリーダーが「はじめて公的社
会教育についてわかった」と語った点が印象
的であり、部落単位の小地域における活動と
学習の組織化・施設の役割がきわめて重要な
こと、そこでの住民運動と社会教育の接点と
38 谷貝忍「地域と産業（環境と健康）」『月刊社会教育 1月増刊号』国土社、 1977
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結合が重要であることが確認され、「公運営
運動」ということも指摘された。が、今日の
住民運動の全体像と課題にかかわって社会教
育関係者の努力と見通しが一層要請されてい
る討論であったといえるだろう。」 39
その後、 1978年に、いまに続くいわゆる
「環境分科会」と呼ばれるものが、 1980年
に2009年まで続いたいわゆる「健康分科会」
とよばれるものが枝分かれして（厳密には新
たに立ち上げられ、かもしれないが）誕生し
ていくこととなる。“いわゆる”とつけるのは、
少なくともこの2つに関しては、一貰して分
科会内部で継続したそれぞれ「健康」「環境」
の分科会であるとの認識があるが、その年ご
とのテーマを分科会タイトルにするケースが
あるためである。
(3)環境分科会の変遷
2010年全国集会の第3課題別学習会討議
の柱「自然と人間の共生・まちづくりのため
の環境学習をつくる」のなかで、いわゆる環
境分科会の 2010年までの変遷がまとめられ
ている。それによると、分科会の始まりは、
1978年第 18回集会である。前史である「公
害問題や健康問題から独立するかたちで分科
会が立ち上げられ」、その始まりの理由を「自
然破壊が進行するなかで人間にとっての自然
とはどのような意味であるか、自然のなかで
人間が生き、生活するということはどのよう
なことであるかが大きな課題として立ち上
がったからである」としている。成立直後の
1978年分科会のタイトルと報告は、自然と
環境を守る学習運動と社会教育、ねらい：自
然保護団体における観察会をとりあげ、学習
方法論的深め、学習運動の発展を展望、レポー
ト：・茨城自然友の会のあゆみ（堀越功）、・
自然観察会の実践と模索（小川潔）、• 福生市
の自然観察講座（加藤有孝） 40であり、それま
での住民運動と社会教育内での多様性から、
自然に着目したことがみてとれる。
先のまとめによる成立後の分科会は、自然
観察会の意義 (1978~1985年）、生活環境、
アメニティヘの視点 (1986~1990年）、新た
な自然環境・環境創造のあり方の模索 (1992
~2000年）、まちづくりと住民運動の持続性
(2001~2009年）の4区分にわけられている。
「住民参加による新たな自然保護活動の隆盛と
1970年代後半からの経済的な低成長による環
境問題の変質という時代背景のなかで、この
分科会が誕生した」ことは、 1970年代初期の
この分科会の世話人であった大和田一紘から
も小川湿との対談の中で発言されている凡
開発反対や自然保護運動における自然観察
会や環境学習の意義を問うてきた環境分科会
が、地域における人々のつながりや環境権認
識の創造を通して、その対象をまちづくりへ
と深化させていっている様子がわかる。
東日本大霞災を経て、原発にかかわること
など、本当は必要とされていた学びをできてい
なかったのではないか、という問いから、環境
分科会は「自らの暮らしに関わりのある事柄の
決定にとって必要なことを自ら知り、学ぶこと」
をキーワードにすえた運営をはじめた。公害、
災害、農業、農的自然学校、再生可能エネルギー
等、その年ごとに視点を移した分科会運営を
してきた。特に 2011年の静岡での全国集会時
には、「沼津・三島公害学習フィールドワーク」
として、座学後に、実際にかつて調査や運動
が行われていた地、守られた自然、いまの地域
づくりが行われている場所を、当時の公害学習
39 井上英之「住民運動と社会教育」「月刊社会教育J1月増刊号国土社、 1977
40 美若忠生「自然環境を守る学習運動と社会教育」「月刊社会教育j1月増刊号国土社、 1978
41 「第 3課題別学習会「自然と人間の共生・まちづくりのための環境学習をつくる」討議の柱」社会教育推進全国
協議会「日本の社会教育実践2010」2010、温山陽介「袷3課題別学習会 自然と人間の共生・まちづくりのた
めの環境学習をつくる」社会教育推進全国協議会「第50回社会教育研究全国楳会報告書」、 2010
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に関わった教師西岡昭夫の解説を受けながら
めぐった 42。2016年第55回「地域での調究学習
と社会教育」では、公害教育で着目された「調
介」の具体的な手法、学習論を学び・議論し
ながら、主体的に学習する人々を育て、地域を
創造する主体を育てていくことができるような
地域での調査学習とは何かを議論することが
めざされた。
公害を未然に防いだ最初の事例が現在の地
域づくり活動につながることを知るとともに
体感した 2011年のフィールドワークでは、
公害を過去のものにせず、、学習のなかに甦ら
せることとなった。また 2016年は、公害に
対する住民運動からわかれた分科会設立当時
重要視されていた調杏学習に着目し、「地域
での調査学習と社会教育」をテーマとした。
地域の中で継続した調査学習が長く続くこと
で、 KPOとして活動できる市民が育ってい
ることなどが報告された。
2018年第58回甲府集会全体で、もたれた
分科会名を以下にあげる見
今こそ、日本の子どもに「人間の安全保
障」の実現！／子育て＆親育ち／若者の自
立と社会参画／障害をもつ人の生涯にわた
る学習保障／ジェンダー学習の課顆を問う
／平和のための学習・文化活動分科会／
多文化共生・人権尊重をめざす学習／自治
体改革と住民の学び／農業分科会一農を
めぐる学びと協同一／自治と共同を育む住
民主体の学びを創る／森のようちえんから
学ぶ環境学習と地域／公民館の主体につ
いて考える／今日的な動向を踏まえて、私
たちのための図書館を守り、育むために／
継承する博物館／社会教育職員の役割と
専門性を問う／地域文化の創造
社会教育の分野で、自然科学の学習がはじ
めておこなわれたのが公害学習であったとい
われたように、自然や環境学習を扱う分科会
は、いわゆるこの環境分科会以外にない。環
境分科会が存在することで、「環境」や「自然」
という社会教育のなかではあまり中心的に扱
われない事例に関心が集まり、分科会の歴史
をさかのぼることにより、「公害」を忘れない、
過去のものと考えない次の世代を育てていく
ことができるのではないだろうか。
(4)健康分科会の変遷
健康分科会は、 1980年に「住民運動と杜
会教育」の分科会から分離して、以降30年
のあゆみを続けている」 44というのが、いわゆ
る健康分科会としての見解である。現在のと
ころ、分科会としては 2009年以降休止中で
ある。
すでに述べたように 1980年以前もこの集会
内の分科会テーマに健康の入るものは存在し、
カドミ公害やカネミ油症のような様々な公害、
食品への不安や問題、等々健康を守るための
市民の活動や運動が報告され、公的社会教育
と運動とのドッキングが課題といわれていた。
つまり、自己教育運動が必ずしも公的な社会
教育と結びついていないものだった。
1980年に「健康を守る運動と社会教育」分
科会として世話人集団が改めてのちに続く健
康分科会を立ち上げた。公的社会教育の場が、
いかに住民運動と結合し住民主体の学習を発
展させることができるであろうか、の問題提起
からであるc そこには、長野県松川町で社会
教育としての健康教育・学習の実践を行った
公民館主事である松下拡が当初からかかわっ
ていた。 1980年の報告のまとめに、「それぞれ
が、身のまわりにある問題を捉え、原点に立っ
て課題とする時、それは地域の住民自治へ発
展し、これこそ公的社会教育における主体形
成ではないか、階層の異幅の広い参加者の共
42 毎年の全国集会資料集である、社会教育推進全国協議会編「日本の社会教育実践J と各年の全国集会報告書の
うち、 2010年-2018年参照
43 第58回社会教育研究全国集会要項より
44 飯塚哲子「社会教育と健康学習一分科会の整理」社会教育推進全国協議会『日本の社会教育実践2010』、 2010
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通理解を得」た 45とある。その後の分科会報告
にも、公的社会教育とのかかわりのないところ
でのとりくみが報告され、「多面的な健康問題
へのとりくみそのものが、地域の社会教育活
動であると自覚することによって、活動を保障
し援助する条件の共有と連帯意識をもち、公
的社会教育の充実を実現させる」 (1982年記
録松下拡） 46などの記載が続いていく。
分科会の記録からは、住民が健康問題に対
する自己教育運動を起こせるような、起きた
自己教育運動を住民自治へつなげていくよう
な環境醸成を公的社会教育に求めていること
がわかる。
表2:『月刊社会教育』増刊、全国集会報告
書より筆者作成
1980-1989 健康を守る運動と社会教育
1990 健康を守る運動と地域保健運動
1991 
健康を守る運動と住民の健康
学習
1992 (課題別として他と合同）
1993・1994 健康を守る運動と学習
1995-1998 健康を守る運動と学習
1999 （課題別として他と合同）
2000・2001 健康問題への取り組みを考える
2002 康実現をめざす学習ー沖縄のレ
ポートからみえる現状と課題——
2003・2004 健康学習と地域づくり
2005 
命を守る学習の組織化と公務労
働～公衆衛生の原点を探る～
今日的な状況のなかで、健康
2006 
課題をさぐる一住民主体の実
践のあり方と憲法25条との関
連において一
2007 
食と健康・住民が主人公の学
びの場を創造する
2008 食と健康・住民が主人公の学び
2009 
健康～公衆衛生の実現と健康
i 実現をめざす取り組み ， 
2010 I (課題別として他と合同）
先の松下拡が松川町を退職してから全国各
地で保健師向けの学習会を行なったこととも
かかわり、健康分科会に保健師の参加と事例
報告が増え、健康学習への保健師側からの社
会教育的アプローチがみられるようになる。
1990年以降は保健師と社会教育職員の連携
や学習が持たれ、地域によってはネットワー
クもつくられるようになった。たとえば、「従
来の行政主導型から住民の自発を大切にする
健康学習への転換」が語られた 47のは 1995年
だが、当初の住民運動から公的社会教育が何
を学ぶか、どう環境醸成するか、という分科
会の方向性から、本来であればつながりのな
かった保健師や養護教諭と、社会教育という
概念をつなぐ役割をも健康分科会が担ってい
るのがこのことからわかる。
また、 2005年「命を守る学習の組織化と
公務労働～公衆衛生の原点を探る～ーがテー
マとされた年は、「深まっている健康破壊の
現状とその背景を視野において、健康実現に
関する住民要求の内実を、住民自身が明らか
にして、実現への取り組みを展開するため
に、自治体はどのような役割を果たさなくて
はならないかを具体的に考えることがめざさ
れた」尻住民の自己教育運動のために自治体
がどのような役割が果たせるか、を問うてい
るようであり、「そこに具体的な健康づくり
の視点で支援していくのが保健師や栄養士の
活動」 49である、と、指導ではなく支援という
医療保険の分野では少ないような視点が、保
健師等にも求められている。 2005年の報告
は、「北九州における保健師（小学校区担当）
活動の現状と課題の考察（北九』州市門司区役
所 萩原律枝）」「住民とともに取り組む地域
保健計画づくり（所沢市保健センター 山本
45 雨宮正子「健康を守る運動と社会教育」 f月刊社会教育」 1月増刊号国土社、 1980
46 松下拡「健康を守る運動と社会教育」『月刊社会教育』 1月増刊号国士社、 1982
47 江口友久「健康を守る運動と学習」『月刊社会教育』 1月増刊号国土社、 1995
48 占部芳里「いのちを守る学習の組織化と公務労働」社会教育推進全国協議会『第45回社会教育研究全国集会報
告書』、 2005
49 占部2005 同上
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昌江）」の 2本であり、社会教育計画のよう
に地域保健計画を住民とともにつくっていく
過程には、確かに社会教育的視点や働きかけ
がある汽
分科会設立当初と参加者や報告の中身は大
きく異なるようでいて、住民の自発的な学習
と動きをどのように支援するかという視点
は、この後も分科会内で何度も確認される一＾
貰したテーマとなっている。公害教育から、
自己教育運動というエッセンスを一番受け継
いでいたのがこの分科会といえるのかもしれ
ない。
5 まとめと考察
公害教育にかんして、社会教育学、環境教
育学双方において、少なくとも東日本大震災
まで研究が十分になされてこなかった傾向が
あることをこの論考では確認した。そのうえ
で、社会教育研究全国集会の分科会「環境分
科会」「健康分科会」の変遷から、住民運動の
なかにあった自己教育運動としての公害教育
から何が引き継がれているのかを検討した。
前述のように安藤は、反公害運動を担った
住民・ 支援者たちゃ公害病患者たち自身の動
きが研究されてきていないことを指摘し、こ
れからの公害教育において、公害被害地域で
「公害問題（ないし公害経験）を伝える取り
組み」に着目していた 51。本論考でも、公害や
開発に反対する住民運動やそのなかの自己教
育運動が研究としてとりあげられているとは
いえない状況にあることがわかった。
その理由として筆者は 2点考察する。 1つ
目は、 1970年という公害教育がまさに全国各
50 占部2005 前掲
地で行われている早い段階から、公害反対運
動から町づくり学習への動きがあったために
公害教育そのものへの関心がうすれたのでは
ないか。 2つ目は、社会教育で公害教育といっ
たときに、自然、健康、産業、町づくり、な
どなど本論考でみたような多様な分析や取り
組みの切り口が存在し、公害教育とひとつの
ものとして集約することが難しかったのでは
ないか、というものである。事実、社会教育
研究全国集会の健康分科会と環境分科会とい
うふたつの分科会に分かれることで、自己教
育運動としての公害学習に存在したであろう
一部分（調査学習・自然への視点・自己教育
運動等）が、継続した学習につながっているc
日本環境教育学会20周年特集号企画「テー
マ別総説と評論」では 8つの特集がくまれた。
そのうちのひとつ「公害教育と地域づくり・
まちづくり学習」の論文中では朝岡が、「公害
教育に内在する論理が地域づくり・まちづく
り学習へと発展するものであり、持続可能な
開発のための教育 (ESD)への展開を可能に
するものだ」と主張 52し、それに対し、安藤
がタイトルの設定をふくめて、「未だ『公害教
育とは何であるのか』ですら明らかでない段
階で、それを I逍地域づくり教育』とか『まち
づくり学習』といったさらに多義的な教育概
念と関連させて論じようとするのは無理な試
み」であると指摘している5¥cそもそも自己
教育運動として行われてきた公害学習は多義
的で、地域づくりだけに集約するともいえな
いであろうことも今回わかったことである。
さまざまな圧力を受けながらも 54、1970年
代に目黒区婦人学級で公害学習を行った重田
51 安藤聡彦「公害問題を伝える 環境教育学からのアプローチのために」日本社会教育学会60周年記念出版部会
編『希望への社会教育 3.1後社会のために：東洋館出版社、 2013-
52 朝岡幸彦「公害教育と地域づくり・まちづくり学習」、 H本環境教育学会『環境教育］第 19巻1号、 pp.81-
90、2009
53 安藤聡彦 1-コメント」、日本環境教育学会頂環境教育」第 19巻1号、 pp.81-90、20099
54 重田統子「社会教育プックレット 6 社会教育の同時代史」社会教育推進全国協議会東京23区支部、 1992 に
よれば、「この学習・調査にはさまざまな圧力を受け、何回かつぶされそうになった」とあり、その状況を救っ
たのは以下の3点であるとしている。①婦人団体役員の志気②後に、東京都市民講座の実現となる 60年代末
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は、公害学習の過程で、］住民が最もスピー
デイーに体得する（他の学習ではみられない）
のは、主権者意識であり、住民自治の憲法解
釈の再認識である。自分たちの住む町が、こ
んなに汚れ、基本的人権（生命の危機）＝生
存権、環境権が奪われようとしているとき、
だまって見過ごす人間がいるだろうか？」 55
と、公害学習が主権者意識や自治の主体とな
る人を生み出したことを述べている。 1960
年代北九州市三六戸畑地区で、決して行政内
部で歓迎されないなか56、公民館での婦人学級
の公害学習実践を行った林えいだいは、社会
教育の現場を去るにあたり「公害学習にして
も、公害学習や運動を通して、どれだけ市民
としての権利、人間としての権利意識をつち
かうことができるか、それが社会教育の現場
で働く、私たちの仕事でもある」と、記載し
ている 57。この2人の文章からは、自己教育運
動としての公害教育にかかわるにあたっての
社会教育職員としてのあり方のようなものが
とわれているように思われる。公害教育のな
かで、どのようになにを社会教育職員が守り
育ててきたのかも、今後の研究課題としてあ
るべきではないだろうか。
に、室俊司•藤岡貞彦・奥田道大の 3 氏が東京都主催事業の指標となる「都民自治大学構想」を打ち出してい
たこと③1972年、東京都社会教育委員の会議答申「主体的市民の形成」である。この答申は「高度経済成長下
で都市開発が進む中で起こる住民運動の学習的側面に学び、支援せよ」という趣旨であった。
55 重田統子「公害学習と社会教育行政の任務」「月刊社会教育」実践史刊行委員会編著 ;70年代社会教育実践史
I地域に根ざす社会教育実践；国土社、 1980
56 林えいだい「公害を追って旅立つ」『月刊社会教育』 1971年3月号 たびかさなる配転のなか、仲間の協力を
えて前年の社会教育研究全国集会に参加したという記載がある。
57 林 1971 同上
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